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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高（千円） 10,234,427 11,734,563 13,891,650 16,006,173 17,719,988

経常利益（千円） 996,786 1,089,196 1,167,896 1,487,101 1,746,032

当期純利益（千円） 384,224 407,062 550,095 723,727 917,405

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
― ― ― ― ―

資本金（千円） 523,507 976,372 1,499,272 1,499,272 1,529,530

発行済株式総数（株） 4,347,397 4,962,397 11,324,794 11,324,794 11,394,194

純資産額（千円） 3,558,526 4,783,342 6,220,447 6,773,245 7,533,883

総資産額（千円） 6,883,548 9,286,198 10,773,183 11,614,447 11,665,440

１株当たり純資産額（円） 817.61 963.43 548.93 599.25 662.48

１株当たり配当額（円）

（うち１株当たり中間配当

額）（円）

20.00

（―）

20.00

（―）

18.00

(12.00)

16.00

(7.00)

20.00

(9.00)

１株当たり当期純利益（円） 86.65 81.90 49.80 64.03 80.95

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
86.56 81.85 ― 63.56 80.50

自己資本比率（％） 51.7 51.5 57.7 58.3 64.6

自己資本利益率（％） 11.4 9.8 10.0 11.1 12.8

株価収益率（倍） 16.0 20.9 18.7 18.1 12.5

配当性向（％） 23.1 24.4 36.1 25.0 24.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
1,259,064 950,238 1,293,520 1,840,296 1,614,341

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△813,174 △2,726,375 △979,618 △833,259 △1,113,072

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△317,062 1,942,826 556,864 △586,917 △900,598

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
474,026 640,717 1,511,483 1,931,603 1,532,274

従業員数(人)

〔平均臨時雇用者数外数〕

329

〔802〕

377

〔944〕

405

〔1,133〕

455

〔1,245〕 

503

〔1,328〕  

　（注）１　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載をしておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。

４  第28期の１株当たり配当額18円には、普通配当15円のほか東京証券取引所市場第二部上場記念配当３円（中

間配当2年、期末配当1円）を含んでおります。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、子会社及び関連会社がないため、記載しておりません。
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６　平成17年10月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、第28期の１株当たり当期純利

益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。

７　第29期の１株当たり配当額16円には、普通配当14円のほか東京証券取引所市場第一部上場記念配当２円を含

んでおります。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和48年２月 現代表取締役神田正によって中華料理「来来軒」をさいたま市大宮区宮町に創業。

昭和50年３月 「来来軒」大宮南銀座店を開店。

昭和53年３月 有限会社日高商事をさいたま市大宮区宮町に資本金200万円をもって設立。

昭和55年５月 本社をさいたま市大宮区吉敷町に移転。

昭和58年10月 有限会社から株式会社に改組。「来来軒」大宮西口店を開店。

昭和61年３月 さいたま市大宮区三橋に食材供給子会社株式会社日高食品を設立し、麺と餃子の生産を開始。

昭和62年３月 本社をさいたま市大宮区桜木町に移転。

平成元年４月 新業態のラーメン専門店「らーめん日高」の１号店をさいたま市大宮区仲町に開店。

平成４年７月 株式会社日高商事浦和店を吸収合併。

平成５年３月 都内進出の１号店として、「らーめん日高赤羽店」（現「来来軒赤羽店」）を北区赤羽に開店。

　　　　６月 本社をさいたま市大宮区三橋に移転。

　　　　７月 新業態として居酒屋「文楽座」の展開を開始。第１号店をさいたま市大宮区桜木町に開店。

平成６年４月 当社の中核業態となった「ラーメン館」事業が始動。第１号店をさいたま市大宮区宮町に「大宮

ラーメン館一番街店」として開店。

　　　　７月 新業態「台南市場」事業が始動。第１号店をさいたま市大宮区宮町に「台南市場大宮東口店」と

して開店。

　　　　12月 東京の繁華街１号店として、新宿区歌舞伎町に「新宿ラーメン館歌舞伎町店」（現「日高屋西武

新宿前店」）を開店。以後都心の繁華街出店が加速する。

平成７年１月 本社をさいたま市大宮区大門町の現在地に移転。

　　　　３月 食品供給子会社㈱日高食品を吸収合併。

　　　　９月 ㈱ヒダカコーポレーションと合併。

平成10年６月 CIを導入し、商号を「株式会社ハイデイ日高」に変更すると共にシンボルマーク、ブランドマーク

を制定。

平成11年９月 当社株式を日本証券業協会に店頭登録。

平成13年９月 新業態和定食の店「和っ母」（現「中華食堂日高屋大宮東口店」）をさいたま市大宮区宮町に開

店。

平成14年６月 現在の主力業態である「日高屋」が始動。第１号店を「日高屋新宿東口店」として開店。

　　　　７月 神奈川県初進出となる「ラーメン館川崎銀柳街店」（現「日高屋川崎銀柳街店」）を開店。

　　　　12月 「日高屋六本木店」を開店。これをもって総店舗数100店舗を達成。

平成15年10月 「日高屋」に「来来軒」のノウハウを加えた「中華食堂日高屋」の展開を開始。第１号店を「中

華食堂日高屋浦和常盤店」として開店。

平成16年４月 消費税の総額表示の義務化に伴い「日高屋」において中華そばを税込390円とし、実質値下げを実

施。

　　　　９月 千葉県初出店となる「日高屋北小金店」を開店。

　　　　12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年２月 行田新工場完成。

　　　　４月 東京証券取引所市場第二部に上場。

　　　　５月 ジャスダック証券取引所の上場廃止。

　　　　12月 「中華食堂日高屋西荻窪南口店」を開店。これをもって総店舗数150店舗を達成。

平成18年８月 東京証券取引所市場第一部に指定。
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３【事業の内容】

　当社は、ラーメン・餃子・中華料理などを主とした飲食店チェーンを展開する事業を行っており、さいたま市を発祥

の地として、東京都内に95店舗、埼玉県に71店舗、神奈川県に14店舗、千葉県に6店舗の計186店舗を全て直営で経営し

ております。品質の向上と安定、均一化を図るため、食材の購買、麺・餃子・調味料などの製造、各店舗の発注に関わる

業務管理、物流までの機能を行田工場に集約しております。

　なお、当社の事業は中華系レストランの展開という単一の事業と把えており、事業の状況などの項目においては、原

則として事業の種類別に区分することなく一括して記載しております。

　当社の経営する業態としては、次のものがあります。

①　「日高屋」

 当社社名「ハイデイ日高」にちなんだ業態名であり、「美味・廉価」を極めたお店であります。１杯390円の屋台風

の中華そばがメインメニューであります。その他のメニューについても廉価ではありますが、味へのこだわりは、とこ

とんまで追求し、幅広いお客様にご利用いただける、ハイデイ日高の中核業態であります。「日高屋」を冠する店舗と

しては、ラーメン中心の「中華そば日高屋」、中華料理メニューを充実させた「中華食堂日高屋」の2つのバリエー

ションがあります。なお、「来来軒」は「中華食堂日高屋」とのメニューの類似性が高いため、「日高屋」に含めてお

ります。

②　その他の業態　　　

　その他の業態としては、台湾家庭小皿料理の「台南市場」、居酒屋「文楽座」、焼鳥の「焼鳥日高」、武蔵野うどんの

「武蔵野うどんうまかっぺ・武蔵野うどんうまい蔵」であります。

　事業系統図は次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年２月29日現在

従業員数（名） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

503 〔1,328〕 32.8 4.7 4,909

　（注）１　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に１日８時間勤務として計算した年間の平均人員を外数

で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 ３　従業員数が前期末に比べ48名増加しておりますが、これは営業店舗の増加によるものであります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

 (1）業績

当期におけるわが国経済は、原油や穀物価格など原材料価格の高騰やサブプライム問題といったマイナス要因があ

り景気の不透明感が増大いたしましたが、足元の企業業績は好調に推移しました。

外食業界は、市場規模の縮小傾向や、食の安全安心をめぐる事件が続発したことに加え、日常品の値上がりもあり消

費者心理の冷え込みが見られ、厳しい状況でありました。 

このような環境のもとで、当社は顧客ニーズに合致するメニューの改定やサービス水準の向上に取り組む一方で、ス

クラップ・アンド・ビルドを推進し、収益拡大を図ってまいりました。

 新規出店につきましては、駅前物件をめぐる競争激化の影響もあり、21店の出店となりました。出店業態は「日高

屋」を中心としながらも、「日高屋」業態の補完業態として「うどん」業態の出店を行いました。地域別では、東京都

10店舗、埼玉県5店舗、神奈川県4店舗、千葉県2店舗を出店し、当期末の総店舗数は186店舗となりました。

販売面では、店舗状況に応じたメニューの導入やタイムリーな旬のメニューの投入に努めました。この結果、既存店

については好調に推移し、売上高前期比は102.1％となり当初計画の99％を超えることができました。

一方、生産・原価面におきましては、原材料価格の上昇がありましたが、量産効果等によりこれを吸収し、当期の原価

率は26.8%となり、前期比0.2％改善いたしました。 

販売費及び一般管理費につきましては、主要経費である人件費でフレンド社員（パート・アルバイトの当社におけ

る呼称）の時給アップもありましたが、ほぼ計画内におさまりました。 

以上の結果、当期の売上高は177億19百万円（前期比10.7％増）、営業利益は17億61百万円(前期比18.1%増)、経常利益

は17億46百万円（前期比17.4％増）と増収増益になり、営業利益・経常利益とも5期連続で過去最高益を更新しました。

一方、6店舗の閉鎖など合計で1億9百万円の特別損失を計上し、当期純利益は9億17百万円（前期比26.8％増）となり

ました。 

 (2）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,614百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,113百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー △900百万円

現金及び現金同等物の期末残高 1,532百万円（前期比3億99百万円減） 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は16億14百万円（前期は18億40百万円）となり、前期に比べて2億25百万円の減少とな

りました。これは、法人税等の支払額が2億60百万円増加したことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は11億13百万円（前期は8億33百万円）となりました。これは、新規出店や改装等に伴う

有形固定資産の取得による支出6億14百万円（前期は5億51百万円）、行田工場増設用地取得による支出3億2百万円、敷

金保証金等の支払いによる支出3億35百万円（前期は3億68百万円）などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、支出した資金は9億円（前期は5億86百万円）となりました。収入はストック・オプションの権利行使

による60百万円（前期はゼロ）であり、一方、支出の主なものは長期借入金の返済7億57百万円（前期は7億90百万

円）、配当金の支払額2億3百万円（前期は1億46百万円）等であります。

 以上の結果、当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ3億99百万円減少し、15億32百万円となり

ました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当期における生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。

品目 生産高（千円） 前年同期比（％）

麺類 463,050 110.0

餃子・飲茶類 273,600 103.7

調味類 339,683 98.5

加工品類 685,182 108.5

合計 1,761,515 106.0

　（注）１　金額は製造原価によって表示しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当社は飲食業であり、見込生産によっておりますので、受注高並びに受注残高については記載すべき事項はありま

せん。

(3）販売実績

業態 期末店舗数 金額（千円） 前年同期比（％）

日高屋 179 17,278,022 109.8

その他業態 7 412,276 169.5

その他 ― 29,689 95.5

合計 186 17,719,988 110.7

　（注）１　当社では販売品目が多岐にわたるため、品目別の販売実績を記載することは困難でありますので、業態別の販

売実績を記載しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　日高屋には、「中華そば日高屋」「中華食堂日高屋」「来来軒」を含めて表示しております。

４　その他業態には、「台南市場」「文楽座」「焼鳥日高」「武蔵野うどん」を含めて表示しております。

５　その他には、工場卸売・小売及び社員向の売上高が含まれております。

EDINET提出書類

株式会社ハイデイ日高(E03318)

有価証券報告書

 8/66



３【対処すべき課題】

（1）現状の認識、対処方針等について

今後のわが国経済は、サブプライム問題を契機とした欧米経済の減速感が強まる中、新興国経済にもややかげりが見

え始め、景気の先行きに不透明感が増しております。

一方、外食業界を取り巻く環境は、市場規模の縮小、原材料価格の高騰など、より一層厳しいものになると考えており

ます。

また、食の安全安心に対する消費者ニーズは更に高まっており、同時に従業員の就労環境の問題、財務報告に係る内

部統制システムの構築等経営を取り巻く状況は厳しさを増しております。

このような状況下で、当社は以下の課題に取り組み、事業の拡大と収益基盤の強化を目指してまいります。

①食の安全安心を最優先課題として、食材調達管理、品質管理の更なる厳格化を図る。

②引き続き安定成長をベースに、年間30店舗を目標に新規出店を行い、首都圏で300店舗のドミナント形成を目指す。

③「焼鳥」と「うどん」の二毛作業態を展開し、「日高屋」に続く新業態として育成、推進する。

④Ｑ（味）、Ｓ（サービス）、Ｃ（クレンリネス）の改善と生産性向上を推進し、収益基盤の更なる強化を図る。

⑤財務報告に係る内部統制システムへの対応を含めた内部管理体制の構築と高度化を図り、企業経営のリスクコン

トロールを強化する。

（2）株式会社の支配に関する基本方針について

　1.当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針　

　当社は、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」としては、コーポレートガバナンスを確立し、中長

期的に企業価値ひいては株主共同の利益の増大に資する者が望ましい者と考えております。このため当社として

は、

①　法令・社会規範を遵守し、客観性と透明性を確保する経営体制の構築

②　経営資源の有効活用による業績の継続的な向上と適正な利益還元

③　顧客・従業員をはじめとするすべてのステークホルダーとの相互信頼に基づく共存共栄

を経営の基本方針として、企業価値並びに株主共同利益の増大に取り組んでまいります。

 2.基本方針の実現に資する特別な取組み等について　

　当社は、基本方針の実現に資する特別な取組み等は行っておりませんが、企業価値並びに株主共同利益増大のた

め、以下のとおり努めております。

①　企業価値向上への取組みについて　

当社は、創業以来「駅前の屋台」を基本コンセプトとして、国民食といわれるラーメンを主体とする大衆中

華を、低価格でかつ高水準の品質とサービスで提供するべく直営店方式にこだわって展開してまいりました。

また、立地戦略においては駅前一等地に注力する一方、主要食材であるラーメン、餃子、スープ等については自

社工場で製造し、品質の維持向上とコストの低減を図ってまいりました。そしてまた何よりも外食事業は人材

が基本であることを認識し、経営理念を共有した経営者と従業員との深い信頼に基づいた一体運営をベースに

おくとともに、取引先とも親密な取引・協力関係を築いてまいりました。このような事業活動のもとで、お客様

のご支持をいただき、現在、事業規模は順調な拡大を続け、収益力においても外食業界の平均水準を上回り、Ｒ

ＯＥ（純資産当期純利益率）は直近３期連続して安定維持目標である10％を堅持しております。今後中期的に

は、事業規模では首都圏における300店舗、売上高300億円を目標として、また、収益力についても経常利益率

10％の達成及びＲＯＥの10％台の安定維持を目標に、更なる企業価値の向上に取り組んでまいります。

②　大規模買付け提案への考え方について

前記のとおり当社では、現在の企業価値の維持並びに将来の更なる増大を実現するために経営基本方針の継続

性や、経営者と従業員との信頼関係等が維持される必要があると考えております。このため、万が一、当社の支配

権の異動を伴う大量買付けが行われるときは、その目的・意義及び影響等を十分検証する必要があります。現在

のところ、具体的な脅威が生じているわけではなく、当社としてもそのような買付け者が出現した場合の具体的

な取組み（いわゆる「買収防衛策」）をあらかじめ定めるものではありません。しかしながら、企業価値の増大

並びに株主共同の利益を毀損しないためにも当社の株式移動の状況を常に注視し、当社株式を大量に取得しよう

とする者が出現した場合は、直ちに当社として最も適切と考えられる措置をとります。具体的には、社外役員を中

心として、弁護士及び会計士による特別委員会を設置し、当社の会社役員の地位の維持を目的とすることなく、当

該買収提案について、真に当社の企業価値並びに株主共同の利益に資するか否かという視点で評価や取得者との

交渉を行い、具体的な措置等を速やかに決定し、実行することを検討しております。
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４【事業等のリスク】

当社の経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項に

ついては、以下のようなものがあります。

　なお、当社の事業においてはこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたものがリスクの全てでは

ありません。また、文中において将来について記載した事項は、当期末現在について判断したものであります。

①事業展開について

　当社はラーメン・餃子・中華料理などを主とした飲食店チェーンを直営店方式により展開しております。平成20年2

月末現在、東京都95店舗、埼玉県71店舗、神奈川県14店舗、千葉県6店舗の計186店舗を駅前繁華街等に出店しており、業

態別では平成15年2月期から1杯390円の中華そば（醤油）を主力商品とする「日高屋」を中心に展開しております。

　今後も、引き続き従来の一都三県の駅前繁華街等への出店を行う方針であり、平成20年2月期は「日高屋」等で21店舗

の新規出店を行いました。当社は出店先の立地条件、賃借条件、店舗の採算性などを勘案して出店を決定しており、当社

の希望する条件に合致した物件が見つからず計画通りに出店できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　また、出店計画もしくは業態の変更等のほか、消費者の嗜好もしくはニーズの変化、競合他社との競争激化、材料価格

の上昇、天候不順、既存店の売上高逓減、不採算店の撤退による損失の発生等があった場合において、当社の業績が影響

を受ける可能性があります。

②人材の確保等について

　当社は、業容の拡大に伴い、社員及びフレンド社員の採用数の増加及び研修制度の充実を図ってまいりました。現在

も、採用数の増加及び研修体制の強化を図っておりますが、雇用情勢の変化、若年層の減少などにより、人材の確保が計

画通りに進捗しなかった場合、業績に影響を与える可能性があります。

③敷金及び保証金について

　当社は、平成20年2月末現在186店舗中183店舗が賃借物件となっております。また、敷金及び保証金の総資産に占める

割合は、平成20年2月末現在25.7％となっております。当社は与信管理を慎重に行っておりますが、場合によっては賃借

先の経営状況より当該店舗に係る差入保証金の返還や店舗営業の継続に支障等が発生する可能性があります。

④製造機能等の集中及び衛生管理等について

　当社では、品質の向上と安定、均一化を図るため、食材の購買、麺・餃子・調味料などの製造、各店舗の発注に関わる業

務管理、物流までの機能を行田工場（埼玉県行田市）に集約しております。当社は、行田工場などにおいて食材の成分

表の確認並びに一般生菌検査表の確認及び一般生菌数の検査を徹底し、厳正な品質管理及び衛生管理を実施しており

ます。

　当社における衛生問題、社会全般の一般的な衛生問題、国内外における食品の安全安心に係る問題が発生した場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社の製造機能等は行田工場のみでありますので、衛生問題以外の問題の発生により、工場が一時的な操業停

止、又は工場稼働率が低下した場合においても、各店舗への食材供給に支障をきたすことにより、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

⑤短時間労働者及び従業員の処遇等について

　当社は、平成20年2月末現在において3,138人のフレンド社員を雇用しており、業種柄多くの短時間労働者が就業してお

ります。平成16年の年金制度改革において、将来にわたる年金財政の安定化等を目的にした短時間労働者（正社員以外

の労働者で、1週間の所定労働時間が正社員より短い労働者）に対する厚生年金への加入基準の拡大案は先送りされま

したが、今後、当該年金制度が変更され、厚生年金適用基準の拡大が実施された場合には、当社が負担する保険料の増加

等により当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　また、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」が改正されるなど、短時間労働者を対象とした法令の改廃

が行われた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　従業員の処遇等についても、労働環境等に変化がある場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥主要な事業活動の前提となる事項について

　当社は、ラーメン・餃子・中華料理などを主とした飲食店を展開しており、店舗で提供する麺・餃子は当社の行田工

場において製造を行っております。

　店舗及び行田工場においては、食品衛生法による営業許可が必要となります。店舗においては食品衛生法における飲

食店営業許可、行田工場においては食品衛生法におけるそうざい製造業、めん類製造業の許可を取得しております。
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営業許可の有効期限は、食品衛生法第52条第3項に基づいて定められておりますが、都道府県及び各保健所により有

効期限等詳細は異なります。なお、行田工場における有効期限は、平成23年2月28日です。

　営業許可の更新は、所定の更新の手続きを行うことにより可能でありますが、食品衛生法の定める施設基準に対して

不適合の場合は営業許可は更新されず、不適事項については改善のうえ再検査を行い、基準に適合する必要がありま

す。

　また、店舗で食中毒が発生した場合、行田工場で製造した食材が原因で食中毒等が発生した場合や食品衛生法上認め

られていない原材料等を使用した場合には、営業許可が取消し又は停止される場合があります。

　現時点において営業許可の継続について支障をきたす要因はありませんが、特に、行田工場において営業許可の取消

又は停止事由が生じた場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたすとともに業績に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）経営成績

　売上高は、前期比17億13百万円増加の177億19百万円となりました。この増加要因としましては、既存店売上高対前期

比が通期で102.1％となったことに加え、21店舗の新規出店効果、前期出店店舗のフル稼働によるものであります。売上

原価は行田工場における量産効果等により原価率は26.8％となりました。

　この結果、売上総利益は前期比12億72百万円増加の129億62百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、前期比10億1百万円増加の112億円となりました。増加要因は出店増による経費の増加及び

パート・アルバイト社員の時給アップによるものであります。この結果、営業利益は、前期比2億70百万円増加の17億

61百万円となりました。

　営業外損益は、営業外収益が前期比36百万円減少し29百万円、営業外費用も、前期比24百万円減少し44百万円となり

ました。この結果、経常利益は、前期比2億58百万円増加の17億46百万円となり、5期連続で過去最高益を更新すること

ができました。

　特別損失は6店舗の閉鎖に伴う固定資産除却損等で1億9百万円となりました。

　以上により、税引前当期純利益は、前期比3億67百万円増加の16億62百万円となりました。

(2）財政状態

　当期末の総資産は、前期末比50百万円増加して116億65百万円となりました。流動資産は前期末比3億82百万円減少し

20億91百万円、固定資産は前期末比4億33百万円増加し、95億74百万円となりました。流動資産の変動の要因は、現金及

び預金が前期末比4億27百万円減少しております。有形固定資産の増加の要因は、新店舗投資、行田工場増設用地取得

によるものであり、前期末比4億24百万円増加し52億91百万円となりました。投資その他の資産は、前期末比2百万円増

加し、42億39百万円となりました。この増加の要因は、新規出店に伴う敷金及び保証金の増加によるものであります。

　負債合計は、前期末比7億9百万円減少し、41億31百万円となりました。流動負債は前期末比1億58百万円減少し24億71

百万円、固定負債は前期末比5億50百万円減少し16億59百万円となりました。これは、長期借入金の返済によるもので

あります。

　純資産合計は、75億33百万円となり自己資本比率は64.6％となり財務の安定性が更に高まりました。

(3)キャッシュ・フロー

　当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ3億99百万円減少し、15億32百万円となりました。これ

は、営業活動によるキャッシュ・フローが16億14百万円の獲得となったこと、投資活動によるキャッシュ・フローが

11億13百万円の使用、財務活動によるキャッシュ・フローが9億円の使用になったことによるものであります。　(4)経

営者の問題認識と今後の方針について

　当社は将来、首都圏に300店舗を有し売上高300億円体制の構築をめざしています。外食企業のみならず他業種との競

争の経営環境で、当社がさらなる発展を実現するためには、商品力の強化とローコスト・オペレーションの仕組みづ

くりを強化することが重要であると考えております。そのために、「３　対処すべき課題」で記載した課題を克服し、

この目標の実現に努めてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当期中に21店舗を新規に出店し、賃借保証金及び内装設備工事費用として、次期開設店舗分も含め総額7億50百万円

の設備投資を行いました。このほか既存店の改装や行田工場隣接地土地取得等5億68百万円の設備投資を行っており、

当期中の設備投資総額は13億18百万円であります。

　なお、店舗の設備投資の額には、店舗を賃借するための敷金及び保証金等が含まれております。

　新店、既存店及び店舗以外に区分して設備投資の内訳を示すと次のとおりであります。

区分 内訳 金額(千円)

　

新店

　

内装・設備ほか 405,721

敷金及び保証金ほか 344,691

計 750,412

　

既存店

　

内装・設備ほか 159,000

敷金及び保証金ほか 62,912

計 221,913

　

店舗以外

　

行田工場隣接地土地取得ほか 329,482

無形固定資産ほか 16,957

計 346,440

合計 1,318,766

 　当期中に行った主要な設備の除却はつぎのとおりであります。

事業所名 所在地 設備の内容 除却・売却の別 時期
帳簿価額

(千円)

日高屋浦和西口店
さいたま市

浦和区高砂2-1-22 
店舗内装及び設備  除却  平成19年5月 9,013 

日高屋所沢ファルマ

ン通店

所沢市

東町12-3　　 
店舗内装及び設備 除却 平成19年7月 8,168 

日高屋原町田二番街

店 

町田市

原町田6-15-9　
店舗内装及び設備 除却 平成19年7月 9,653 

日高屋御徒町北口店

 

台東区

上野3-28-6　　 
店舗内装及び設備 除却 平成19年8月 8,488 

日高屋渋谷店 
渋谷区

道玄坂2-25-7 
店舗内装及び設備 除却 平成19年10月 9,309 

日高屋吉祥寺サン

ロード店 

武蔵野市

吉祥寺本町1-9-9　
店舗内装及び設備 除却 平成20年2月 8,618 

  上記の主要な設備の除却は、いずれも店舗の閉鎖によるものであります。
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２【主要な設備の状況】

(1）地域別設置状況

                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年2月29日現在

区分 地域 店舗
事業内
容

帳簿価額（千円）

従業員
数(名)

建物 構築物
機械及
び装置

車両運
搬具

工具、器
具及び備
品

土地
（面積㎡）

敷金及び
保証金

長期前払
費用

合計

生産設

備
埼玉県 　

製造工

場
794,471 18,228 29,512 472 1,337

702,198

(19,020)
50 ― 1,546,269

22

(55)

営業用

設備

埼玉県 71 店舗
[10,054]

871,920

[89]

2,968

―

―

―

―

[151]

27,895

855,344

(1,324)

[7,700]

893,085

[3,174]

56,254

[21,169]

2,707,468

159

(454)

東京都 95 〃 1,318,150 ― 536 ― 66,746 ― 1,779,583 175,919 3,340,935
230

(667)

神奈川

県
14 〃 199,223 ― 81 ― 10,687 ― 233,466 34,680 478,138

30

(103)

千葉県   6 〃 130,689 ― ― ― 7,520 ― 59,293 18,467 215,969
16

(44)

小計 186 ―
[10,054]

2,519,982

[89]

2,968

―

617

―

―

[151]

112,849

855,344

(1,324)

[7,700]

2,965,427

[3,174]

285,321

[21,169]

6,742,512

435

(1,268)

社員寮 埼玉県 　 ― 633 ― ― ― ―
4,223 

(20)
― ― 4,856 ―

その他

埼玉県 　 本社他 6,295 ― 338 85 15,772
204,759 

(105)
30,046 8,846 266,144

46

(5)

東京都 　
人材開

発室
2,016 ― ― ― ― ― ― ― 2,016 ―

小計 　 ― 8,311 ― 338 85 15,772
204,759 

(105)
30,046 8,846 268,160

46

(5)

合計 ―

[10,054]

3,323,399

 

[89]

21,196

 

30,469 557

[151]

129,959

 

―

1,766,524

(20,469)

[7,700]

2,995,523

 

[3,174]

294,167

 

[21,169]

8,561,799

 

―

503

(1,328)

　（注）１　［　］内の数字は内書きで、賃貸中のものであります。

２　従業員数の（　）内の数字は外書きで、臨時従業員数（１日８時間勤務として計算した年間平均人員）であり

ます。

３　上記設備のほか、賃貸資産として以下の設備があります。なお、その全てを㈱ヤマショウフーズに賃貸してお

ります。

地域 事業内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(名)

建物
機械及び
装置

工具、器具
及び備品

土地
（面積㎡）

合計

埼玉県 賃貸資産 26,470 265 117
149,970

(932)
176,822 ―

４　リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

名称 台数 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

麺・餃子自動製造ライン他 一式 ６年 53,094 150,885

厨房設備 一式 ６年 139,652 470,740

POSシステム 一式 ５年 67,052 172,977
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(2）地域別店舗設置状況

(イ）東京都

地　域 店　舗　名 地　域 店　舗　名

新宿区 西武新宿前店 大田区 大岡山店

　 新宿中央店 練馬区 保谷店

　 新宿靖国通店 　 石神井公園店

　 オペラシティ店 　 上石神井南口店

　 神楽坂店 杉並区 荻窪北口店

　 高田馬場店 　 西荻窪南口店

　 新宿東口店 　 阿佐ヶ谷パールセンター店

　 歌舞伎町店 江東区 亀戸店

　 西新宿１丁目店 　 門前仲町店

　 西新宿中央通店 　 亀戸6丁目店

　 市ヶ谷八幡町店 江戸川区 平井北口店

　 曙橋店 　 葛西臨海公園店

　 四谷店 　 小岩北口店

　 新宿3丁目店 足立区 竹の塚店

千代田区 神保町店 　 北千住西口店

　 麹町プリンス通店 　 五反野店

　 水道橋西口店 葛飾区 新小岩駅前店

　 御茶ノ水聖橋店 　 亀有南口店

　 神田西口店 　 青砥店

　 秋葉原中央通店 世田谷区 三軒茶屋店

　 神田南口店 　 下北沢北口店

台東区 上野店 　 三軒茶屋茶沢通店

　 御徒町南口店 中央区 水天宮前店

　 浅草橋店 　 人形町店

　 浅草雷門店 文京区 後楽園白山通店

　 浅草ＲＯＸ前店 品川区 大井町店

　 上野広小路店 中野区 中野店

豊島区 池袋東口店 港区 六本木店

　 池袋西口店 町田市 町田中央店

　 東池袋店 　 町田東口店

　 西池袋1丁目店 　 町田パークアベニュー店

　 南池袋店 　 小田急町田北口店

北区 来来軒　赤羽店 立川市 立川南口店

　 赤羽東口店 　 立川北口店

　 赤羽スズラン通店 　 焼鳥日高　立川南口店

　 東十条店 武蔵野市 吉祥寺南口店

　 十条店 　 吉祥寺本町通店

渋谷区 渋谷ハンズ前店 　 武蔵境北口店

　 初台南口店 八王子市 八王子店

　 恵比寿南店 　 八王子横山店

　 笹塚観音通店 東村山市 秋津店

板橋区 大山店 　 来来軒　秋津店

　 東武練馬店 調布市 つつじヶ丘店

　 成増店 　 調布北口店

　 ときわ台北口店 国分寺市 国分寺北口店

大田区 蒲田東口店 府中市 府中けやき通店

　 蒲田南口店 東大和市 東大和店

　 大森西口店 　 　

(ロ）埼玉県

地　域 店　舗　名 地　域 店　舗　名

さいたま市 来来軒　大宮南銀座店 川越市 川越岸町店

EDINET提出書類

株式会社ハイデイ日高(E03318)

有価証券報告書

14/66



 来来軒　大宮西口店  来来軒　川越新富町店

 浦和東口店  川越クレアモール店

 来来軒　大宮三橋店  川越宮元町店

 北浦和東口店 所沢市 所沢店

 浦和常盤店  所沢中富店

 大和田店  所沢山口店

 来来軒　浦和西口店 越谷市 南越谷店

 らーめん日高　大宮西口店  越谷店

 大宮西口店  せんげん台駅ビル店

 文楽座　大宮店 熊谷市 熊谷桜町店

 南浦和店  ＪＲ熊谷駅店

 台南市場　大宮東口店  武蔵野うどんうまい蔵熊谷駅北口店

 大宮中央店 上尾市 上尾西口店

 来来軒　大宮ウエストサイド店  上尾東口店

 大宮三橋店 春日部市 春日部店

 武蔵浦和店  春日部東店

 浦和さくら草通店 入間市 入間ヨークマート店

 カタクラパーク店  武蔵藤沢グリーンガーデン店

 北浦和店 蕨市 蕨西口店

 さいたま新都心店  蕨西口駅前店

 大宮東口店 新座市 志木南口店

 大宮ＤＯＭ店  新座畑中店

 浦和太田窪店 戸田市 戸田公園駅店

 大宮すずらん通店  北戸田店

 浦和町谷店 朝霞市 北朝霞店

 焼鳥日高　大宮すずらん通店 志木市 志木東口店

川口市 来来軒　西川口店 狭山市 狭山北入曽店

 川口並木店 ふじみ野市 上福岡店

 蕨東口店 日高市 日高高萩店

 川口駅前店 富士見市 鶴瀬店

 川口芝下店 三郷市 三郷店

 西川口東口店 南埼玉郡 東武動物公園駅店

 川口駅東口店 桶川市 桶川駅店

 焼鳥日高　川口駅東口店   

 川口駅西口店   

 武蔵野うどんうまかっぺ川口駅東口店 　 　

(ハ）神奈川県及び千葉県

地　域 店　舗　名 地　域 店　舗　名

横浜市 関内伊勢佐木モール店 厚木市 本厚木一番街店

 関内北口店  本厚木南口店

 日吉西口店 鎌倉市 大船一丁目店

 杉田プラムロード店  大船仲通店

 鶴ヶ峰店 相模原市 ＪＲ橋本駅店

川崎市 川崎銀柳街店 平塚市 平塚パールロード店

 川崎砂子店   

　 溝の口西口店 　 　

千葉市 稲毛西口店 習志野市 京成津田沼店

松戸市 北小金店 柏市 柏西口店

 松戸東口店   

 新松戸店   

（注）店舗名のみの店舗は「日高屋」であります。 
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３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

事業所名
設備の内
容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

日高屋国分寺南口

店
 営業店舗 31,398 12,924  自己資金  平成20年1月  平成20年3月 26席 

日高屋新河岸店  営業店舗 30,208 5,400  自己資金  平成20年2月  平成20年3月 31席 

日高屋北千住ミル

ディス店
 営業店舗 16,857 2,280  自己資金  平成20年3月  平成20年3月 フードコート 

日高屋京成立石店

 
 営業店舗 28,845 5,000  自己資金  平成20年2月  平成20年3月 32席 

日高屋旗の台店  営業店舗 35,004 9,800  自己資金  平成20年3月  平成20年4月 34席 

合計 　 142,312 35,404 ―  ―  ―  ―  

　(注)１　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２　上記以外に当期末現在25店舗の出店を計画しておりますが、具体的な場所、時期、規模等は未定です。　

 （2）重要な設備の除却等

事業所名 所在地 設備の内容
期末帳簿価額
（千円）

除却予定年月 除却による減少能力

中華食堂平井北口店
江戸川区平井　　　

5-18-1
 営業設備 16,815  平成20年7月  　　　38席

中華食堂西新宿中央

通店 

新宿区西新宿　　

1-14-1
 営業設備 9,509  平成20年5月  　　　25席

 　　　合計 　 　 26,324  　　　　―  　　　　　　―
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,000,000

計 34,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年５月23日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 11,394,194 11,394,594 東京証券取引所市場第一部 ―

計 11,394,194 11,394,594 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　平成17年5月27日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成20年２月29日）
提出日の前月末現在
（平成20年４月30日）

新株予約権の数（個） 1,883 1,867

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 376,600 373,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 871  同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月１日

至　平成21年５月31日
  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の　

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

871

436
 同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行

使時において当社の取締

役、執行役員、監査役また

は従業員いずれかの地位

を保有している場合に限

る。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他

取締役が正当な理由があ

ると認めた場合は、この

限りではない。

②　新株予約権者が死亡した

場合、その者の相続人は

新株予約権を行使するこ

とができる。

③　その他の条件は、当社と新

株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契

約書」に定めるところに

よる。

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡する場

合は、当社取締役会の承

認を要する。

同左 

代用払込みに関する事項  ―  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―  ―

 （注）　新株予約権の状況として記載している「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込

金額」は、平成17年７月28日付の公募増資、平成17年８月19日付の第三者割当増資ならびに平成17年10月20日

付の株式分割を考慮して調整しております。
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年３月1日～

平成16年２月29日

（注）１

67,000 4,347,397 27,537 523,507 27,470 600,854

平成16年５月21日

（注）２
530,000 4,877,397 400,680 924,187 400,150 1,001,004

平成16年３月1日～

平成16年５月31日

（注）１

35,000 4,912,397 14,385 938,572 14,350 1,015,354

平成16年６月22日

（注）３
50,000 4,962,397 37,800 976,372 37,750 1,053,104

平成17年7月28日 

（注）４
650,000 5,612,397 485,550 1,461,922 485,433 1,538,537

 平成17年8月19日

（注）５
50,000 5,662,397 37,350 1,499,272 37,341 1,575,878

平成17年10月20日 

（注）６
5,662,397 11,324,794 ― 1,499,272 ― 1,575,878

平成19年６月１日～

平成20年２月29日

（注）７ 

69,400 11,394,194 30,258 1,529,530 30,189 1,606,067

（注）１　新株引受権の行使による増加であります。

２　有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　  1,610円

発行価額　　　1,511円

資本組入額　　　756円

平成16年５月21日付有償一般募集による新株式発行（530,000株）は、ブックビルディングの結果に基づき、

引受証券会社が発行価額（1,511円）で引受を行い、これを発行価額と異なる発行価格（1,610円）で一般投

資家に販売する「新方式」の買取引受契約によっております。

３　第三者割当増資（オーバーアロットメントによる増資）

発行価額　　  1,511円

資本組入額　 　 756円

４　有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　   1,588円

発行価額　　1,493.82円

資本組入額　　 　747円

平成17年７月28日付有償一般募集による新株式発行（650,000株）は、ブックビルディングの結果に基づ

き、引受証券会社が発行価額（1,493.82円）で引受を行い、これを発行価額と異なる発行価格（1,588円）で

一般投資家に販売する「新方式」の買取引受契約によっております。

 ５　第三者割当増資（オーバーアロットメントによる増資）

発行価額 　 1,493.82円

資本組入額　　   747円

 ６　平成17年10月20日付で、1株を2株の割合で株式分割しております。

 ７　新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

      平成20年２月29日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 29 14 62 40 ― 6,752 6,897 ―

所有株式数

（単元）
― 22,615 185 2,682 11,443 ― 77,007 113,932 994

所有株式数の

割合（％）
― 19.85 0.16 2.35 10.04 ― 67.60 100.00 ―

　（注）１　自己株式21,983株は、「個人その他」に219単元、「単元未満株式の状況」に83株含まれております。

なお、期末日現在において21,983株全て実質的に所有しております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が3単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

神田　正 埼玉県さいたま市大宮区 2,077 18.23

神田　賢一 埼玉県さいたま市大宮区 918 8.06

高橋　均 埼玉県さいたま市西区 480 4.21

町田　功 埼玉県鴻巣市 444 3.90

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１－３　 372 3.26

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
353 3.10

ビービーエイチボストンフオーノ

ムラジヤパンスモーラーキヤピタ

ライゼイシヨンフアンド

（（常任代理人）香港上海銀行東

京支店） 

180　MAIDEN　LANE，NＥＷ　YORK，

NEW　YORK　10038　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 （東京都中央区日本橋３－１１－１）

223 1.96

ノーザントラストカンパニーエイ

ブイエフシーリノーザントラスト

ガンジーノントリーティークライ

アンツ

（（常任代理人）香港上海銀行東

京支店） 

50 BANK STREET CANARY WH

ARF LONDON E14 5NT. UK　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

 （東京都中央区日本橋３－１１－１）

220 1.93

神田　ムツ子 埼玉県さいたま市大宮区 214 1.88

資産管理サービス信託銀行株式会

社（年金信託口）
東京都中央区晴海１丁目８―１２ 209 1.84

計 ― 5,513 48.39

（注）野村證券株式会社と野村アセットマネジメント株式会社から、平成20年３月７日付の大量保有報告書の写しの送付

があり、平成20年２月29日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 22,000 0.19

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号 710,100 6.23
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 21,900　
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,371,300 113,710 ―

単元未満株式 普通株式　　　　994　 ― ―

発行済株式総数 11,394,194 ― ―

総株主の議決権 ― 113,710 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれておりますが、議

決権の数からは3個除かれております。

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ハイデイ日高

埼玉県さいたま市大宮区

大門町3-105
21,900 ― 21,900 0.19

計 ― 21,900 ― 21,900 0.19
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　　当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、執行役員及び監査役ならび

に従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年5月27日開催定時株主総会において

特別決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成17年５月27日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社の取締役  ７

当社の監査役  ３

当社の従業員 414

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 537,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　871

新株予約権の行使期間 平成19年6月1日から平成21年5月31日まで

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という。）は、権利行使時において当社の取締役、執行

役員、監査役または従業員いずれかの地位を保有して

いる場合に限る。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他取締役が正当な理由があると認めた場合は、

この限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株

予約権を行使することができる。

③　その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

(注)　「株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」は、平成17年７月28日付の公募増資、平成17年８月19日付の第

三者割当増資ならびに平成17年10月20日付の株式分割を考慮して調整しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　  該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得により、65株（価額総額75千円）増加しておりますが、平成20

年5月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他

（―）
― ― ― ―

保有自己株式数 21,983 ― 21,983 ―
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様には長期的に安定した配当を実施するとともに、新規出店など今後の設備投資あるいは不慮の事

業リスクに備えるため、一定の内部留保を確保し、財務基盤を強化することを基本方針としております。この基本方針

のもとで、年間配当性向25％を目処として業績に応じて増配、株式分割等の利益還元策を積極的に行っていきたいと

考えております。

　内部留保資金につきましては、新規出店投資及び今後予想される事業環境への変化に対応するための経営体制の強

化に有効投資していく考えであります。

　なお、当社は「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める。」旨定款に定めております。配当回数につきましては、

当面中間配当及び期末配当の年2回行う方針であります。

　当期につきましては、平成19年11月5日に中間配当として1株当たり9円を実施しており、期末配当は11円とさせてい

ただきました。期末配当11円は、年間配当性向25％を目処として、当初予想の普通配当9円に加え、2円増配とさせてい

ただきました。

（注）当期の中間配当に関する取締役会決議日　平成19年10月12日 １株当たり配当金額９円 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配当総額102,114千円

　　　当期の期末配当に関する取締役会決議日　平成20年４月24日 １株当たり配当金額11円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配当総額125,094千円　　　　　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高（円） 1,720
1,780

※2,060

1,710

□1,020

 ※1,730

1,193 1,267

最低（円） 490
1,635

※1,410

1,475

□771

 ※1,582

876 986

　（注）１　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会、平成16年12月13日より平成17年４月27日まで

はジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以後は東京証券取引所公表のものであります。なお、第

27期及び28期の事業年度別最高・最低株価のうち、※はジャスダック証券取引所公表のものであります。

２　□印は株式分割による権利落後の株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高（円） 1,075 1,210 1,193 1,195 1,127 1,088

最低（円） 986 1,050 1,113 1,088 1,012 990

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

EDINET提出書類

株式会社ハイデイ日高(E03318)

有価証券報告書

25/66



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役
取締役社長

執行役員社長
神田　正 昭和16年２月20日生

昭和48年２月 中華料理来来軒開業

昭和53年３月 有限会社日高商事設立代表取締役社長

昭和58年10月 同社を改組し株式会社日高商事(現.株

式会社ハイデイ日高)設立取締役社長

平成18年５月 当社代表取締役社長兼執行役員社長

（現任） 

注１ 2,077

取締役
専務執行役員

生産本部長
町田　功 昭和18年８月14日生

昭和48年２月 中華料理来来軒入店

昭和53年３月 有限会社日高商事設立専務取締役

昭和58年10月 同社を改組し株式会社日高商事(現.株

式会社ハイデイ日高)設立専務取締役

平成５年10月 当社専務取締役生産本部長

平成18年５月 当社取締役専務執行役員生産本部長

（現任） 

注１ 444

取締役

専務執行役員

営業本部長兼

商品開発部長

高橋　均 昭和22年６月３日生

昭和49年４月 中華料理来来軒入店

昭和53年３月 有限会社日高商事設立常務取締役

昭和58年10月 同社を改組し株式会社日高商事(現.株

式会社ハイデイ日高)設立常務取締役

平成５年10月 当社常務取締役営業本部長

平成13年６月 当社専務取締役営業本部長兼商品開発

部長

平成18年５月 当社取締役専務執行役員営業本部長兼

商品開発部長

平成19年９月 当社取締役専務執行役員営業本部長兼

商品開発部長兼新業態開発部長

平成20年４月 当社取締役専務執行役員営業本部長兼

商品開発部長（現任）

注１ 480

取締役

常務執行役員

管理本部長兼

総務部長

田辺　喜雄 昭和23年12月27日生

平成13年３月 当社入社経理部長

平成15年５月 当社取締役経営企画部長

平成16年１月 当社取締役経営企画部長兼総務部長

平成16年５月 当社常務取締役経営企画部長兼総務部

長

平成17年４月 当社常務取締役管理本部長兼総務部長

平成18年５月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼

総務部長（現任）

注１ 3

取締役 ― 内田　徳男 昭和6年10月21日生

昭和50年12月 株式会社ウチダ設立代表取締役社長

昭和62年10月 株式会社ユー・コーポレーションに商

号変更代表取締役社長（現任）

平成９年５月 当社取締役（現任）

注１ 2

取締役 ― 吉田　隆行 昭和29年２月13日生

平成11年４月 ワタミフードサービス株式会社常務取

締役商品本部長

平成14年４月 株式会社ホットランド取締役副社長

平成16年４月 株式会社エス・グローバル・マーチャ

ンダイジング代表取締役（現任）

平成16年５月 当社取締役（現任）

注１ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役 ― 藤本　紘 昭和20年３月11日生

平成8年４月 株式会社日本格付研究所格付企画部

長

平成11年１月 株式会社国際規格研究所主席コンサ

ルタント

平成16年５月 当社監査役（現任）

注２ 3

監査役 ― 二宮　洋 昭和19年12月５日生

平成７年10月 エヌイーディ株式会社常務取締役

平成10年10月 当社監査役（現任）

平成15年３月 竹本容器株式会社監査役（現任）

平成16年２月 マツヤハウジング株式会社監査役

（現任） 

注２ 12

監査役 ― 堀　義和 昭和17年３月27日生

昭和51年４月 堀義和税理士事務所開設所長（現

任）

昭和63年３月 株式会社CWM経営センター設立代

表取締役（現任）

平成7年４月 当社監査役

平成13年５月 当社監査役退任

平成16年５月 当社監査役（現任）

注２ ―

    計 　 3,022

　（注）１　平成20年2月期に係る定時株主総会終結の時より平成21年2月期に係る定時株主総会終結の時まで。

２　平成20年2月期に係る定時株主総会終結の時より平成24年2月期に係る定時株主総会終結の時まで。

 　　　 ３　取締役町田　功は、代表取締役神田　正の実弟であります。

 　　　 ４　取締役高橋　均は、代表取締役神田　正の義弟であります。

５　取締役内田徳男及び吉田隆行は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

６　監査役藤本　紘、二宮　洋及び堀　義和は、いずれも、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方　

　当社は、適法性を確保し社会的責任を果たすとともに、透明性と効率性の高い経営体制を確立することにより、継続

して企業価値の増大とすべてのステークホルダーに対する適正な利益還元を行うことをコーポレート・ガバナンス

の基本方針としております。 

 

(2)会社の機関の内容及び内部統制・リスク管理体制の整備の状況等

　当社は、監査役制度を採用しており、３名の監査役で監査役会を構成し、全員社外監査役であります。

　取締役会は、６名の取締役で構成され、うち２名は社外取締役であります。

　　　当社の機関等関係は下図の通りであります。 

(3)業務執行、経営監視及び内部統制の仕組み

　当社の取締役会は、毎月１回の定例取締役会、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事案の審議・決定、業務執行

状況の監督をしており、第30期においては、合計16回開催しました。なお、取締役会以外の機関として、執行役員会及び

幹部会を開催しており、重要事項や緊急課題の討議及び情報の共有化を行っております。

　監査役会は、第30期においては合計10回開催し、法令及び定款に定められた事項のほか重要な監査業務に関する事項

について協議しております。また、取締役会等主要な会議への出席、社内書類の閲覧、事業所等の往査等を行い、取締役

の経営判断及び業務執行の適法性・妥当性をチェックするとともに、会計監査人、内部監査室とも連携を図り、内部統

制状況などの監査を実施しております。

　内部監査は、代表取締役直轄の内部監査室が行い、体制は室長１名であります。内部監査室では、監査計画を策定し

て、当社の業務活動が適正・効率的に行われているかを監査しており、定期的に代表取締役、監査役へ報告を行ってお

ります。また、効率的な監査を行うため、監査役、会計監査人とも情報を共有する等、連携強化に努めております。

　社外取締役及び社外監査役と当社との間に人的関係、資本的関係または取引関係はありません。

　法令遵守等につきましては、法律事務所より必要に応じ法律全般について助言と指導を受けているほか、会計監査人

には、通常の財務諸表監査を通じ、財務情報の信頼性に関する適切な助言を受けております。

　会社法に基づく内部統制システムの整備については、平成18年５月に取締役会で決議し、平成20年4月に一部改定し

ております。

　なお、業務執行、経営監視及び内部統制を効果的に行うため「コンプライアンス委員会」、「リスク管理委員会」及

び「監査体制検討委員会」を設置しております。

　「コンプライアンス委員会」は期中10回開催し、内部監査室の監査等を踏まえて業務活動におけるコンプライアン

ス上の問題点、対策を検討するとともに、定期的に取締役会及び監査役会に報告を行っております。また、コンプライ

アンスに関する問題が発生した場合は適宜開催し、その内容・対処案を討議、決定するとともに、取締役会及び監査役

会に報告をする体制になっております。
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　「リスク管理委員会」は、事業のリスクを全社横断的にトータルマネジメントするとともに、個々のリスク（経営戦

略、財務、製品、災害等リスク）の担当部署を明確にして、適切なリスク管理体制の整備とリスク管理の強化を図って

おります。同委員会は期中6回開催し、内部監査室の監査結果等によるリスク管理の有効性の評価を踏まえて、事業活

動における危機管理の問題点、対策を検討し、その内容について取締役会及び監査役会に報告を行っております。

　「監査体制検討委員会」は期中2回開催し、監査役、内部監査室及び管理本部との間で会社法で規定されている監査

に関わる体制の整備状況の検討・見直しと、会計監査人を含めて内部統制システムのチェック体制等の検討を行って

おります。

 

(4)責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役並びに社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、２百万円または法令が定める額のい

ずれか高い額としております。

　当社と会計監査人新日本監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は20百万円または法令が定める額のいずれ

か高い額としております。

 

(5)取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

(6)取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することのできる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数で行う旨定款に定めております。

 

(7)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　当社は、以下について株主総会の決議によらず、取締役会で決議することができる旨定款に定めております。 

１.取締役の損害賠償責任を法令の限度において免除することができること。これは、有用な人材を迎えることがで

きるようにするためであります。

２.監査役の損害賠償責任を法令の限度において免除することができること。これは、有用な人材を迎えることがで

きるようにするためであります。

３.剰余金の配当等。これは、財務戦略の機動性や当期純利益に連動した利益還元を行うためであります。

 

 (8)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することのできる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上で行う旨定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものでありま

す。      

 

(9)会計監査の状況

  業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

  指定社員　業務執行社員   舩　山　卓　三
新日本監査法人 

　―（注）

指定社員　業務執行社員 関　口　　茂 　―（注）

 　　（注）継続監査年数については７年を超える者がおりませんので、記載を省略しております。

　監査業務に係わる補助者の構成

　　公認会計士9名　会計士補等8名　その他1名

 

EDINET提出書類

株式会社ハイデイ日高(E03318)

有価証券報告書

29/66



（10）役員報酬について

　当期における当社の取締役及び監査役に支払った報酬、賞与の金額は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            （百万円）

区分
 取締役 社外取締役 監査役 計

摘要
支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

定款又は株主

総会決議に基

づく報酬

４名 115 2名 3 3名 14 ９名 133 ―

（注）１　期末日現在の取締役の人数は６名、監査役の人数は３名であります。

　　　２　取締役の報酬限度額は、平成18年５月26日開催の第28回定時株主総会において、固定枠として、年額1億30百万

円、変動枠として当期純利益の３％以内（上限50百万円とし、下限マイナス10百万円とする）と決議いた

だいており、当期においては変動枠として第29期に係る役員賞与20百万円が支給額に含まれております。

なお、上記には使用人兼務取締役の使用人分は含まれておりません。

平成20年５月23日開催の定時株主総会において、一事業年度における取締役の報酬額については、固定枠

として１億20百万円以内（うち社外取締役10百万円以内）、変動枠として当事業年度の当期純利益の３％

以内（上限50百万円、下限マイナス10百万円とし、社外取締役には支給しない）の合計額に変更しており

ます。なお、取締役の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。

 　　 ３　監査役の報酬限度額は、平成18年５月26日開催の第28回定時株主総会において年額20百万円以内と決議いた

だいております。 

　　　４　役員退職慰労金については、平成19年５月25日開催の定時株主総会終結の時をもって廃止しておりますが、廃

止前の当事業年度に係る費用計上額４百万円（取締役６名分４百万円、監査役３名分０百万円）が含まれ

ております。 

 

(11)取締役報酬における変動枠の算定方法

　当社の取締役報酬における変動枠の算定方法としては、平成20年５月23日開催の定時株主総会において、一事業年度

における変動枠として、当事業年度の当期純利益の３％以内（上限50百万円、下限はマイナス10百万円とし、社外取締

役には支給しない）に変更しております。これらの金額を以下の配分方法により支給します。

　　代表取締役・・・取締役報酬における変動枠の40％

　　取締役・・・・・取締役報酬における変動枠の60％

　　（各取締役への個別支給額は、固定枠部分の報酬額比例によって行います）

 

(12)監査報酬等の内容 　　

①公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明に係る報酬　　　　　　　　　　　　16百万円

②それ以外の報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０百万円
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年３月１日から平

成20年２月29日まで）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。

３　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        
Ⅰ　流動資産        
１　現金及び預金   1,805,572   1,378,234  
２　売上等預け金   161,031   189,039  
３　売掛金   4,523   6,008  
４　店舗食材 ※１  68,089   76,977  
５　原材料 ※１  12,083   10,630  
６　貯蔵品   5,609   5,109  
７　前払費用   193,882   202,743  
８　繰延税金資産   154,498   139,823  
９　その他   68,029   82,440  
流動資産合計   2,473,320 21.3  2,091,007 17.9

Ⅱ　固定資産        
１　有形固定資産        

(1）建物 ※２ 5,057,103   5,353,607   
減価償却累計額  △1,806,733 3,250,370  △2,030,208 3,323,399  

(2）構築物  43,441   43,441   
減価償却累計額  △18,216 25,224  △22,244 21,196  

(3）機械及び装置  47,116   54,614   
減価償却累計額  △18,319 28,796  △24,145 30,469  

(4）車両及び運搬具  3,076   3,076   
減価償却累計額  △2,143 933  △2,518 557  

(5）工具、器具及び備品  238,705   312,909   
減価償却累計額  △142,934 95,770  △182,949 129,959  

(6）土地 ※２  1,464,506   1,766,524  
(7）建設仮勘定   945   19,001  
有形固定資産合計   4,866,547 41.9  5,291,109 45.4

２　無形固定資産        
(1）商標権   917   742  
(2）ソフトウェア   23,513   30,148  
(3）電話加入権   10,275   10,275  
(4) その他   1,926   2,198  
無形固定資産合計   36,634 0.3  43,364 0.4

３　投資その他の資産        
(1）投資有価証券   149,374   127,029  
(2）出資金   345   381  
(3）長期前払費用   301,554   294,167  
(4) 敷金及び保証金 　  2,996,459   2,995,523  
(5）賃貸資産 　 336,295   333,842   

　　減価償却累計額 　 △157,447 178,847  △157,019 176,822  
(6）保険積立金   178,384   167,475  
(7）ゴルフ会員権   16,500   16,500  
(8）店舗賃借仮勘定   54,824   98,962  
(9）繰延税金資産   356,244   360,533  
(10)その他   14,411   14,319  
貸倒引当金   △9,000   △11,757  
投資その他の資産合計   4,237,946 36.5  4,239,958 36.3
固定資産合計   9,141,127 78.7  9,574,432 82.1
資産合計   11,614,447 100.0  11,665,440 100.0
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前事業年度

（平成19年２月28日）
当事業年度

（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        
Ⅰ　流動負債        
１　買掛金   318,000   367,472  
２　１年以内返済予定の長期借入
金

※２  737,906   557,350  

３　１年以内償還予定の社債   20,000   ―  
４　未払金   310,423   283,218  
５　未払費用   399,571   499,983  
６　未払法人税等   443,071   415,776  
７　未払消費税等   152,144   102,198  
８　前受金   13,437   13,333  
９　預り金   31,943   16,069  
10　前受収益   4,939   4,163  
11　賞与引当金   178,889   212,235  
12　役員賞与引当金   20,000   ―  
13　その他   325   174  
流動負債合計   2,630,651 22.6  2,471,977 21.2

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金  ※２  1,568,490   1,011,140  
２　長期未払金 　  ―   412,820  
３　預り保証金   20,730   21,410  
４　退職給付引当金   199,911   214,209  
５　役員退職慰労引当金   421,420   ―  
固定負債合計   2,210,551 19.0  1,659,579 14.2
負債合計   4,841,202 41.7  4,131,556 35.4

        
（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       
１　資本金   1,499,272 12.9  1,529,530 13.1
２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,575,878   1,606,067   
資本剰余金合計 　  1,575,878 13.6  1,606,067 13.8

３　利益剰余金 　       
(1）利益準備金 　 38,663   38,663   
(2）その他利益剰余金 　       
別途積立金 　 2,694,445   2,694,445   
繰越利益剰余金 　 953,606   1,667,171   
利益剰余金合計 　  3,686,714 31.7  4,400,279 37.7

４　自己株式   △11,595 △0.1  △11,671 △0.1
株主資本合計 　  6,750,268 58.1  7,524,205 64.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       
１　その他有価証券評価差額金 　  22,976   9,678  
評価・換算差額等合計 　  22,976 0.2  9,678 0.1
純資産合計 　  6,773,245 58.3  7,533,883 64.6
負債純資産合計 　  11,614,447 100.0  11,665,440 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   16,006,173 100.0  17,719,988 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　期首店舗食材たな卸高  65,459   68,089   
２　当期店舗食材製造原価  1,661,123   1,761,515   

３　当期店舗食材仕入高  2,657,482   3,005,018   

合計  4,384,066   4,834,623   

４　期末店舗食材たな卸高  68,089 4,315,977 27.0 76,977 4,757,646 26.8
売上総利益   11,690,196 73.0  12,962,342 73.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  10,199,174 63.7  11,200,735 63.2
営業利益   1,491,021 9.3  1,761,607 10.0

Ⅳ　営業外収益        
１　受取利息  391   1,133   
２　受取配当金  2,347   2,342   
３　受取手数料  1,470   1,093   
４　受取賃借料  18,478   14,286   
５　保険解約収入  29,636   1,474   

６　雑収入  13,217 65,540 0.4 8,839 29,169 0.2
Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  28,218   24,443   
２　社債利息  451   21   
３　株式交付費  ―   143   
４　固定資産除却損 ※２ 4,971   12,306   
５　保険解約損失 　 31,590   ―   

６　雑損失  4,228 69,460 0.4 7,829 44,744 0.3
経常利益   1,487,101 9.3  1,746,032 9.9

Ⅵ　特別利益        

1　店舗退店に伴う立退料 　 ― ―  25,500 25,500 0.1

Ⅵ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※３ 11,040   7,857   
２　固定資産除却損 ※４ 57,359   93,055   
３　役員退職慰労引当金繰入  121,369   ―   

４　その他  2,353 192,123 1.2 8,593 109,506 0.6
税引前当期純利益   1,294,978 8.1  1,662,026 9.4
法人税、住民税及び事業税  663,588   725,186   

法人税等調整額  △92,337 571,251 3.6 19,433 744,620 4.2
当期純利益   723,727 4.5  917,405 5.2
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   1,144,743 68.9  1,196,773 67.9

Ⅱ　労務費   183,716 11.1  193,905 11.0

Ⅲ　経費 ※１  332,663 20.0  370,836 21.1

当期総製造費用   1,661,123 100.0  1,761,515 100.0

当期店舗食材製造原価   1,661,123   1,761,515  

　（脚注）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１　経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 52,600千円

リース料 55,244　

消耗品費 39,471 

電力料 21,960 

減価償却費 47,023千円

リース料 55,391　

消耗品費 48,885 

電力料 22,865 

２　原価計算の方法 ２　原価計算の方法

　当社の原価計算の方法は、実際総合原価計算であり

ます。なお、仕掛品はありません。

同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年２月28日　残高
（千円）

1,499,272 1,575,878 1,575,878 38,663 2,444,445 642,816 3,125,924 △11,595 6,189,478

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △146,937 △146,937  △146,937

役員賞与の支給      △16,000 △16,000  △16,000

別途積立金の積立     250,000 △250,000 ―  ―

当期純利益      723,727 723,727  723,727

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

― ― ― ― 250,000 310,790 560,790 ― 560,790

平成19年２月28日　残高
（千円）

1,499,272 1,575,878 1,575,878 38,663 2,694,445 953,606 3,686,714 △11,595 6,750,268

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年２月28日　残高
（千円）

30,968 30,968 6,220,447

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △146,937

役員賞与の支給   △16,000

別途積立金の積立   ―

当期純利益   723,727

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△7,992 △7,992 △7,992

事業年度中の変動額合計
（千円）

△7,992 △7,992 552,798

平成19年２月28日　残高
（千円）

22,976 22,976 6,773,245

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日　残高
（千円）

1,499,272 1,575,878 1,575,878 38,663 2,694,445 953,606 3,686,714 △11,595 6,750,268

事業年度中の変動額          

新株の発行 30,258 30,189 30,189      60,447

剰余金の配当      △203,840 △203,840  △203,840

当期純利益      917,405 917,405  917,405

自己株式の取得        △75 △75

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

30,258 30,189 30,189 ― ― 713,564 713,564 △75 773,936
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成20年２月29日　残高
（千円）

1,529,530 1,606,067 1,606,067 38,663 2,694,445 1,667,171 4,400,279 △11,671 7,524,205

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年２月28日　残高
（千円）

22,976 22,976 6,773,245

事業年度中の変動額    

新株の発行   60,447

剰余金の配当   △203,840

当期純利益   917,405

自己株式の取得   △75

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△13,297 △13,297 △13,297

事業年度中の変動額合計
（千円）

△13,297 △13,297 760,638

平成20年２月29日　残高
（千円）

9,678 9,678 7,533,883
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  1,294,978 1,662,026

減価償却費  507,316 552,722

貸倒引当金の増加額・減少額（△）  ― 2,757

賞与引当金の増加額・減少額（△）  15,890 33,346

退職給付引当金の増加額・減少額（△）  15,311 14,298

役員退職慰労引当金の増加額・減少額（△）  140,329 △421,420

役員賞与引当金の増加額・減少額（△）  20,000 △20,000

受取利息及び受取配当金  △2,738 △3,476

受取手数料  △2,744 ―

雑収入  △41,389 ―

支払利息  28,670 24,464

雑損失  4,228 ―

固定資産除売却損益  88,431 89,786

保険解約損  31,590 ―

売上債権の増加額（△）・減少額  △1,990 △1,484

たな卸資産の増加額（△）・減少額  △4,575 △6,934

その他流動資産の増加額（△）・減少額  △70,134 △8,782

仕入債務の増加額・減少額（△）  31,765 49,472

その他流動負債の増加額・減少額（△）  289,750 7,476

役員賞与の支払額  △16,000 ―

長期未払金の増加額・減少額（△）  ― 412,820

その他  612 92

小計  2,329,302 2,387,165

利息及び配当金の受取額  2,709 3,466

利息の支払額  △29,121 △23,809

雑収入の受取額  44,134 ―

雑損失の支払額  △2,145 ―

固定資産除却に伴う支出  △12,131 ―

法人税等の支払額  △492,451 △752,481

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,840,296 1,614,341

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △551,176 △916,401

有形固定資産の売却による収入  3,001 ―

無形固定資産の取得による支出  △20,283 △6,649

敷金保証金等の支払による支出  △368,281 △335,520

敷金保証金等の払戻しによる収入  105,312 132,626

その他  △1,830 12,873

投資活動によるキャッシュ・フロー  △833,259 △1,113,072

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増加額・減少額（△）  △50,000 ―

長期借入れによる収入  400,000 ―

長期借入金等の返済による支出  △790,446 △757,906

自己株式の取得による支出  ― △75

ストックオプションの権利行使による収入  ― 60,447

配当金の支払額  △146,471 △203,064

財務活動によるキャッシュ・フロー  △586,917 △900,598

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額・減少額（△）  420,120 △399,329

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,511,483 1,931,603

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  1,931,603 1,532,274
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重要な会計方針

項目

前事業年度

（自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日）

当事業年度

（自　平成19年３月１日

至　平成20年２月29日）

１　有価証券の評価基準及

び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法　　　

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券

時価のあるもの

             同左 

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準

及び評価方法

店舗食材

生産品　総平均法による原価法

購入品　月次総平均法による原価法

店舗食材

同左

 原材料

月次総平均法による原価法

原材料

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産及び賃貸資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

有形固定資産及び賃貸資産

               同左

　　　　　　 

　

 店舗建物　10年～20年 　

 工場建物　38年 　

 無形固定資産

定額法

自社利用ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

無形固定資産

同左

 長期前払費用

均等償却

長期前払費用

同左
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項目

前事業年度

（自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日）

当事業年度

（自　平成19年３月１日

至　平成20年２月29日）

４　繰延資産の処理方法  ― 株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

５　引当金の計上基準   

(1）貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

同左

(2）賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

同左

(3）役員賞与引当金 役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

                 ―

(4）退職給付引当金 従業員の退職給付に充てるため、当期末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計

上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、翌期から費用処理

することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、費用処理することとして

おります。

 　　　　　　　　同左

 

　

(5）役員退職慰労引当

金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく当期末要支給額を計上しておりま

す。

なお、過年度分は第27期より３年間で繰り入

れることとしております。

―

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

同左

７　キャッシュ・フロー計

算書における資金の

範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資であります。

同左

８　その他財務諸表作成の

ための重要な事項

 消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理

 　　　　　　　　 同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、6,773,245千円であ

ります。 

 （有形固定資産の減価償却の方法）

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。なお、この変更に伴う

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。

 

 

（役員賞与に関する会計基準）

役員賞与については、従来は利益処分により未処分利益の減

少として会計処理しておりましたが、当期より「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日

　企業会計基準第4号）に従い、発生時に費用処理しておりま

す。これにより、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ20,000千円減少しており

ます。

                           ―

追加情報

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

― 未払役員退職慰労金　

当社は、平成19年5月25日開催の定時株主総会において、役

員退職慰労金制度を廃止するとともに、役員退職慰労金の

支給を各取締役及び監査役の退任時とすることを決議して

おります。これに伴い、当該制度廃止までの期間に対応する

役員退職慰労引当金412,820千円を「長期未払金」に科目振

替を行っております。

― 未払役員賞与　

従来、決算手続中に役員への賞与支給額が確定していな

かったため、役員賞与引当金として計上しておりましたが、

当期より役員への賞与支給額が確定することとなったた

め、「未払金」として計上しております。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年２月28日）

当事業年度
（平成20年２月29日）

※１　店舗食材等 ※１　店舗食材等

店舗食材 店舗において直接調理・加工され消

費される食材であります。

原材料 工場加工センターにおいて調理・加

工される食材であります。

同左

※２　担保提供資産 ※２　担保提供資産

長期借入金738,500千円(1年以内に返済予定の長期

借入金258,710千円を含む）に対して、下記の資産を

担保に供しております。

長期借入金582,000千円(1年以内に返済予定の長期

借入金84,000千円を含む）に対して、下記の資産を

担保に供しております。

建物 465,702千円

土地 400,180 

敷金及び保証金 79,000 

計 944,882 

建物 453,739千円

土地 400,180 

計 853,919 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は91％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

9％であります。主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は92％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

 8％であります。主要な費目及び金額は、次のとお

りであります。

役員報酬 94,996千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,960 

給与手当 4,683,953 

賞与引当金繰入額 172,504 

退職給付費用 23,302 

賃借料 2,042,558 

水道光熱費 878,809 

減価償却費 453,529 

役員報酬 109,445千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,710 

給与手当 5,168,035 

賞与引当金繰入額 206,070 

退職給付費用 21,365 

賃借料 2,191,309 

水道光熱費 995,621 

減価償却費 502,657 

※２　店舗リニューアルに係る費用であります。 ※２　                   同左

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 11,001 千円

車両運搬具 39　

 　計 11,040　
   

建物 7,857 千円

 　計 7,857　
   

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 36,676千円

保証金及び長期前払費用 3,149　

工具、器具及び備品 1,729 

解体撤去費用他 15,803 

計 57,359 

建物 72,723千円

保証金及び長期前払費用 4,215　

工具、器具及び備品 1,191 

解体撤去費用他 14,924 

計 93,055 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 11,324,794 － － 11,324,794

合計 11,324,794 － － 11,324,794

自己株式     

普通株式 21,918 － － 21,918

合計 21,918 － － 21,918

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年5月26日

定時株主総会
普通株式 67,817 6 平成18年2月28日 平成18年5月29日

平成18年10月12日

取締役会
普通株式 79,120 7 平成18年8月31日 平成18年11月6日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年4月26日

取締役会
普通株式 101,725  利益剰余金 9 平成19年2月28日 平成19年5月28日

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 11,324,794 69,400 － 11,394,194

合計 11,324,794 69,400 － 11,394,194

自己株式     

普通株式 21,918 65 － 21,983

合計 21,918 65 － 21,983

（注）1　発行済株式の当事業年度の株式数の増加は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。

2　自己株式の当事業年度の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年4月26日

定時株主総会
普通株式 101,725 9 平成19年2月28日 平成19年5月28日

平成19年10月12日

取締役会
普通株式 102,114 9 平成19年8月31日 平成19年11月5日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年4月24日

取締役会
普通株式 125,094  利益剰余金 11 平成20年2月29日 平成20年5月26日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年3月 1日
至　平成19年2月28日）

当事業年度
（自　平成19年3月 1日
至　平成20年2月29日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,805,572千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △35,000 

売上等預け金 161,031 

現金及び現金同等物 1,931,603 

現金及び預金勘定 1,378,234千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △35,000 

売上等預け金 189,039 

現金及び現金同等物 1,532,274 

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 316,367 114,149 202,217

工具、器具及び
備品

1,241,058 544,993 696,065

ソフトウェア 82,314 52,745 29,569

合計 1,639,740 711,888 927,852

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 316,602 165,984 150,617

工具、器具及び
備品

1,351,129 612,377 738,752

ソフトウェア 46,071 31,244 14,827

合計 1,713,804 809,607 904,196

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 278,846千円

１年超 654,002 

合計 932,848 

１年以内 295,581千円

１年超 613,556 

合計 909,137 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 304,750千円

減価償却費相当額 298,238 

支払利息相当額 8,922 

支払リース料 315,284千円

減価償却費相当額 307,627 

支払利息相当額 10,546 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法によっております。

同左

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。

 (減損損失について)

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年2月28日）

　1.その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
   

株式 60,765 99,374 38,608

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 60,765 99,374 38,608

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
   

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 60,765 99,374 38,608

　　 　　2.時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

区分 種類 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 非上場株式 50,000

当事業年度（平成20年2月29日）

　1.その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
   

株式 60,765 77,029 16,263

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 60,765 77,029 16,263

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
   

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 60,765 77,029 16,263

　　 　　2.時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

区分 種類 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 非上場株式 50,000

（デリバティブ取引関係）
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前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 △193,161千円

(2）年金資産 ―

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △193,161

(4）未認識数理計算上の差異 28,501

(5）未認識過去勤務債務 △35,251

(6）退職給付引当金(3)＋(4)＋(5) △199,911

３　退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 23,992千円

(2）利息費用 2,625

(3）数理計算上の差異の費用処理額 16,238

(4）過去勤務債務の費用処理額 △16,920

(5）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4) 25,935

４　退職給付債務等の計算基礎

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2）割引率 1.5％

(3）数理計算上の差異の処理年数 ５年

(4）過去勤務債務の処理年数 ５年

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 △277,594千円

(2）年金資産 ―

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2) △277,594

(4）未認識数理計算上の差異 81,715

(5）未認識過去勤務債務 △18,330

(6）退職給付引当金(3)＋(4)＋(5) △214,209

３　退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 　　　25,310千円

(2）利息費用 2,740

(3）数理計算上の差異の費用処理額 11,210

(4）過去勤務債務の費用処理額 △16,920

(5）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4) 22,341

４　退職給付債務等の計算基礎
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(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2）割引率   1.5％

(3）数理計算上の差異の処理年数 　５年

(4）過去勤務債務の処理年数 　５年
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社の取締役  ７名

当社の監査役  ３名

当社の従業員 414名

ストック・オプション数 普通株式537,400株

付与日 平成17年６月10日

権利確定条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時

において当社の取締役、執行役員、監査役または従業員いずれかの地位を保有

している場合に限る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役が正

当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することが

できる。

③　その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。

対象勤務期間  定めておりません。

権利行使期間  平成19年6月1日から平成21年5月31日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前事業年度末 494,000

付与 ―

失効 38,600

権利確定 ―

未確定残 455,400

権利確定後　　　　　　（株）  

前事業年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―

(注)平成17年７月28日付の公募増資、平成17年８月19日付の第三者割当増資ならびに平成17年10月20日付の株式分割の結

果、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価格が変更となっております。
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②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 871

行使時平均株価　　　　　（円） ―

公正な評価単価（付与日）（円） ―

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社の取締役  ７名

当社の監査役  ３名

当社の従業員 414名

ストック・オプション数 普通株式537,400株

付与日 平成17年６月10日

権利確定条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時

において当社の取締役、執行役員、監査役または従業員いずれかの地位を保有

している場合に限る。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役が正

当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することが

できる。

③　その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。

対象勤務期間  定めておりません。

権利行使期間  平成19年6月1日から平成21年5月31日まで

(注)　株式数に換算して記載しております。

　

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前事業年度末 455,400

付与 ―

失効 5,800

権利確定 449,600

未確定残 ―

権利確定後　　　　　　（株）  

前事業年度末 ―

権利確定 449,600

権利行使 69,400

失効 3,600

未行使残 376,600
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(注)平成17年７月28日付の公募増資、平成17年８月19日付の第三者割当増資ならびに平成17年10月20日付の株式分割の結

果、新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使価格が変更となっております。
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②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 871

行使時平均株価　　　　　（円） ―

公正な評価単価（付与日）（円） ―
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１　繰延税金資産の主な発生原因別の内訳 １　繰延税金資産の主な発生原因別の内訳

(繰延税金資産） (繰延税金資産）

(1）流動の部 (1）流動の部

賞与引当金 72,432千円

未払事業税等 67,983 

法定福利費繰入否認 9,332 

固定資産除却 4,750 

　　計 154,498 

賞与引当金 85,934千円

未払事業税等 42,802 

法定福利費繰入否認 11,087 

　　計 139,823 

(2）固定の部 (2）固定の部

退職給付引当金 84,570千円

役員退職慰労引当金 170,632　

一括償却資産 15,450 

ゴルフ会員権評価損 23,553 

減損損失 77,669 

　　計 371,877 

　繰延税金資産合計 526,375 

　   

退職給付引当金 87,860千円

未払役員退職慰労金 167,150　

一括償却資産 11,885 

ゴルフ会員権評価損 23,594 

減損損失 76,089 

貸倒引当金 537 

　　計 367,118 

　繰延税金資産合計 506,941 

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △15,632千円

繰延税金負債合計 △15,632 

差引：繰延税金資産の純額 510,742 

その他有価証券評価差額金 △6,585千円

繰延税金負債合計 △6,585 

差引：繰延税金資産の純額 500,356 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率 40.5％

（調整）   

交際費等一時差異でない項目 1.4 

住民税均等割額 2.8 

その他 △0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1 

法定実効税率 40.5％

（調整）   

交際費等一時差異でない項目 0.9 

住民税均等割額 2.3 

その他 1.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　　　　　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１株当たり純資産額 599.25円

１株当たり当期純利益 64.03円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 63.56円

１株当たり純資産額 662.48円

１株当たり当期純利益 80.95円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 80.50円

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

損益計算書上の当期純利益（千円） 723,727 917,405

普通株式に係る当期純利益（千円） 723,727 917,405

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,302 11,333

当期純利益調整額 (千円) ― ―

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数の内訳(千株)

　新株予約権 82 62

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要

 ―  ―
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

当事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

生産品目の増加及び店舗数の増加に伴い、将来の製造ライ

ンの増設を視野に入れ、行田みなみ産業団地の土地取得に

ついて、埼玉県と合意し契約を行いました。

所在地 行田みなみ産業団地（埼玉県行田市）

契約日 平成19年3月22日

敷地面積 8,320.07㎡

取得金額 302,018千円

資金手当 自己資金の予定

工場増設時期

 

土地の取得のみとし、工場建物につきま

しては今後検討の後、着工する計画であ

ります。

 　　　　　　　　　　　　―

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

 
　

平成19年4月26日開催の取締役会において、役員退職慰労金

制度の廃止を決定しました。これは、役員の報酬体系見直し

の一環として、企業業績との連動性の高い報酬体系への移

行を行うために、平成19年5月25日開催の第29期定時株主総

会の終結の時をもって廃止をしたものであります。

制度廃止に伴う打ち切り支給については、第29期定時株主

総会終結前に在任する取締役及び監査役に対し、これまで

の在任中の労に報いるため、同総会終結までの在任期間を

もとに、当社の定める一定の基準による相当額の範囲内で

役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給することと

し、実際の支給は各役員の退任の時といたします。

なお、翌事業年度の損益に与える影響はありません。

　　　　　　　　　　　　 ―
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券

株式会社武蔵野銀行 13,818 59,279

株式会社みずほフィナン

シャルグループ
50 50,000

片倉工業株式会社 10,000 17,750

計 23,868 127,029

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 5,057,103 502,197 205,693 5,353,607 2,030,208 342,320 3,323,399

構築物 43,441 ― ― 43,441 22,244 4,028 21,196

機械及び装置 47,116 7,497 ― 54,614 24,145 5,825 30,469

車両及び運搬具 3,076 ― ― 3,076 2,518 375 557

工具、器具及び備品 238,705 82,489 8,285 312,909 182,949 46,723 129,959

土地 1,464,506 302,018 ― 1,766,524 ― ― 1,766,524

建設仮勘定 945 611,822 593,765 19,001 ― ― 19,001

有形固定資産計 6,854,894 1,506,026 807,744 7,553,176 2,262,066 399,271 5,291,109

無形固定資産        

商標権 1,750 ― ― 1,750 1,007 175 742

ソフトウェア 56,006 16,957 ― 72,964 42,816 10,323 30,148

電話加入権 10,275 ― ― 10,275 ― ― 10,275

水道施設利用権 2,220 420 ― 2,640 441 148 2,198

無形固定資産計 70,251 17,377 ― 87,629 44,265 10,647 43,364

長期前払費用 934,117 138,144 18,260 1,054,001 759,833 139,461 294,167

賃貸資産 336,295 ― 2,452 333,842 157,019 1,893 176,822

　（注）１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

  　土地　　　　　　　工場用地　302,018千円

　　建物　　　　　　　新店舗（21店舗）の店舗内装設備　361,475千円　　　　　　　　　　　　

　　建設仮勘定　　　　店舗の内装設備工事他　611,822千円

長期前払費用　　　新店舗（21店舗）及び契約更新によるもの　138,144千円

２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物　　　　　　　店舗閉店等に伴う除却　74,649千円

 　 建設仮勘定　　　　内装設備等の完成に伴う本勘定への振替　593,765千円
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

第１回無担保社債 平成14年３月29日
20,000

(20,000)

―

 
1.29      無担保 平成19年3月29日

合計 ―
20,000

(20,000)

―

 
― ―  ―

（注）（　）内の金額は、１年以内に償還予定であり、貸借対照表上では流動資産の「１年以内償還予定の社債」に計上し

ております。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 737,906 557,350 1.170 ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,568,490 1,011,140 1.280
 平成21年3月

～平成27年2月

その他の有利子負債 ― ― ―  　　　―

合計 2,306,396 1,568,490 ― ―

　（注）１　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定

額の総額

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 439,180 181,960 144,000 84,000 162,000

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 9,000 2,757 ― ― 11,757

賞与引当金 178,889 212,235 178,889 ― 212,235

役員賞与引当金 20,000 ― 20,000 ― ―

役員退職慰労引当金 421,420 4,710 ― 426,130 ―

 （注）　役員退職慰労引当金の当期減少額は、長期未払金への振替によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 94,675

預金  

当座預金 461,586

普通預金 768,155

納税準備預金 10,135

定期預金 40,000

別段預金 3,681

計 1,283,559

合計 1,378,234

②　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社ジェフグルメカード 1,582

東日本旅客鉄道株式会社 1,581

株式会社さいたまアリーナ 524

株式会社ホテルニュー埼玉 426

株式会社バークレーヴァウチャーズ 397

その他　　　　　　　　　　　　　　　　 1,495

合計 6,008

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高
（千円）

(Ａ）

当期発生高
（千円）

(Ｂ）

当期回収高
（千円）

(Ｃ）

当期末残高
（千円）

(Ｄ）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ｃ)
─────
(Ａ)＋(Ｂ)

×100

(Ａ)＋(Ｄ)
─────
２

──────
(Ｂ)

─────
366

4,523 73,332 71,848 6,008 92.3 26.3

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。
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③　店舗食材

品目 金額（千円）

農産品 3,933

畜産品・玉子 5,214

調味類 20,756

飲料 23,247

加工品類 10,910

その他 12,915

合計 76,977

④　原材料

品目 金額（千円）

農産品 3,835

畜産品・玉子 3,439

水産品 151

調味類 3,202

合計 10,630

⑤　貯蔵品

品目 金額（千円）

消耗品 5,060

その他 48

合計 5,109

⑥　敷金及び保証金

相手先 金額（千円）

東京ビルディング株式会社 155,885

三信商事株式会社 81,879

株式会社ノア・インターナショナル 70,000

西勢企業株式会社 67,125

株式会社シーガルハウス 39,500

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,581,134

合計 2,995,523

⑦　買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社丸三屋 48,497

株式会社ショーブ 32,415

株式会社テルマンフーズ 29,104

アリアケジャパン株式会社 25,743

株式会社オギソ 24,133
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相手先 金額（千円）

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 207,577

合計 367,472

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 
８月31日

２月末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告。事故その他やむを得ない事由により、電子公告によることができない場

合は、日本経済新聞に掲載してこれを行う。

株主に対する特典

毎年２月末の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、以下の基準に

より優待券をお送りします。なお、優待券はお米券への変更もできますが、所定の

手続きが必要です。

・所有株式数100株以上500株未満の株主に対し、一律2,000円分（500円券４枚）

の優待券を贈呈します。（お米券に変更の場合はお米券2ｋｇ）

・所有株式数500株以上1,000株未満の株主に対し、一律10,000円分（500円券20

枚）の優待券を贈呈します。（同お米券5ｋｇ）

・所有株式数1,000株以上の株主に対し、一律20,000円分（500円券40枚）の優待券

を贈呈します。（同お米券10ｋｇ）

(注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による

請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以外

の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年５月25日

事業年度（第29期）（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）　　 関東財務局長に提出　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

(2)半期報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年11月22日

第30期中（自　平成19年3月１日　至　平成19年８月31日）　　　　　　　  関東財務局長に提出　　　　　　　　　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年５月25日

株式会社ハイデイ日高   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　俊夫 ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　 茂 ㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハ

イデイ日高の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ハイ

デイ日高の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年５月23日

株式会社ハイデイ日高   

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 舩山　卓三 ㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関口　 茂 ㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ハイデイ日高の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ハイ

デイ日高の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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